
大田区保育士応援手当ＦＡＱ(応援手当）　～区立民営保育所・認証保育所・定期利用保育専用施設～

No. 種別 問 答

1 目的 本事業の目的を教えてください。
離職率の高い若年層の保育士の定着を支援することで保育の質の向
上につなげることを目的としています。

2 補助対象保育施設 補助対象保育施設を教えてください。
区内に所在する、私立認可保育所・区立民営保育所・認証保育所・
小規模保育所・定期利用保育専用施設です。

3 補助対象職員 支給対象となる職員とその要件を教えてください。

１　対象職員
支給対象期間の６か月間、同一の補助対象保育施設に常勤の職員と
して常態的に勤務している保育士
常勤の定義については、本ＦＡＱ No.5をご参照ください。

２　要件
次のいずれにも該当すること
①基準日（※）において、保育施設等での経験年月数（区内・区外
問わず）が満５年未満であること（※前期：４月１日、後期：10月
１日）
②支給対象期間内において実際に勤務した日が１日以上であること

3-2 補助対象職員
支給対象期間中に在籍施設が変わりましたが、支給対象になります
か。

同一法人内の区内から区内への異動（補助対象保育施設間に限る）
であれば支給対象です。
区外から区内、区内から区外への異動や異なる法人への転職は支給
対象外です。
なお、グループ内での出向等については、本ＦＡＱ No.11-2をご参
照ください。

4 補助対象職員
保育に従事していない保育士資格をもつ職員は支給対象となります
か。

保育士資格をもつ配置基準上保育従事職員として勤務している者を
支給対象とします。
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5 補助対象職員 常勤職員の定義を教えてください。

次のすべての要件を満たす者をいう。
（１）期間の定めのない労働契約を結んでいること（１年以上の労
働契約を結んでいる場合を含む。）。
（２）労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号）第５条第１
項第１の３号により明示された就業の場所が当該保育施設であるこ
と。
（３）勤務時間が、次のいずれかであって、かつ常態的に勤務して
いること。
　ア　当該保育施設の就業規則において定められている常勤の従事
者が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が120時間以上に
限る。）に達していること。
　イ　ア以外であって、１日６時間以上かつ月20日以上であるこ
と。
（４）当該保育施設（一括適用の承認を受けている場合は本社等）
を適用事業所とする社会保険の被保険者であること。

6 補助対象職員
保育士資格を持ち、配置基準上の保育従事職員と事務員を兼務して
いるが、支給対象となりますか。

配置基準上の保育従事職員として本ＦＡＱ No.3を満たしていれば、
支給対象となります。

7 経験年月数 経験年月数の確認方法を教えてください。
申請時に提出いただく、別に様式を定める届出書と「ねんきんネッ
ト（日本年金機構）」の写し等により確認します。

8 経験年月数 他自治体における経験年月数は算定されますか。

他自治体の施設・事業所における経験年月数も通算して算定されま
す。
なお、算定される施設・事業所は、令和５年６月７日付けこ成保
39・５文科初第591号「施設型給付費等に係る処遇改善等加算につい
て」第４の１に掲げる施設・事業所等（保育所、幼稚園、認定こど
も園、小規模・事業所内保育を行う事業所、児童養護施設、児童相
談所での児童一時保護施設等）です。
前述の一例に記載がない施設・事業所について、算定対象となるか
否かは担当までお問合せください。
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9 経験年月数
経験年月数が算定される施設・事業所から退職し、その後復職した
のですが、退職前の経験年月数も算定されるのでしょうか。

退職前の経験年月数も通算して算定します。

10 経験年月数
ｎ年４月２日に補助対象保育施設に入職した保育士（未経験）が、
入職後に退職等せず継続して勤務した場合、支給対象となる期間を
教えてください。

（ｎ＋５）年４月２日に満５年を迎えるので、（ｎ＋５）年度前期
分まで支給対象となり得ます。

11 異動・転職
支給対象期間中に在籍施設が変わりましたが、支給対象になります
か。
（再掲　No.3-2）

同一法人内の区内から区内への異動（補助対象保育施設間に限る）
であれば支給対象です。
区外から区内、区内から区外への異動や異なる法人への転職は支給
対象外です。
なお、グループ内での出向等については、本ＦＡＱ No.11-2をご参
照ください。

11-2 異動・転職
支給対象期間の始期から補助対象保育施設で勤務していましたが、
支給対象期間中にグループ内別法人の補助対象保育施設での勤務と
なりました。この場合、支給対象になりますか。

原則支給対象外です。しかしながら、人材育成や事業支援、人材交
流等を目的として勤務施設が変わった場合は、例外的に支給対象と
する場合があります。該当する場合は、申請書のチェック欄に☑を
お願いします。申請後に申請者等にヒアリング等を実施し、算定対
象か否かを決定します。

11-3 異動・転職
支給対象期間中に在籍施設の運営法人に変更（事業譲渡等）が生じ
ました。運営法人の変更はありましたが、支給期間中は同一施設で
の勤務を継続していた場合は支給対象となりますか。

特例で、同一法人とみなし、支給対象とします。

11-4 異動・転職
支給対象期間中に補助対象保育施設に異動してきました（入職しま
した）が、支給対象となりますか。

支給対象外です。支給対象期間中のすべての月において、本ＦＡＱ
No.3の要件等を満たすことで支給対象となります。例えば、５月１
日に異動してきた（入職した）場合は、前期分は支給対象外です。
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12 勤務実態
病気休業や育児休業等により、長期間勤務していませんが支給対象
となりますか。

産休・育休・介護休業や有給の休暇等は、勤務しているものとみな
します。つまり、病気休業の場合、それが有給であれば勤務してい
るものとみなし、本紙No.5（３）の要件を満たしているといえま
す。
ただし、支給対象期間内に実際に勤務をした日が１日もない場合は
支給対象外です。

13 支給方法 どのように支給されますか。
対象者本人からの申請に基づき、申請時に指定された申請者本人名
義の口座に支給します。

13-2 支給方法 前期分を申請すれば、後期分の申請は不要ですか。
前期分・後期分、それぞれ申請が必要です。申請方法や申請期間
は、区から保育施設経由でお知らせいたします。

14 年齢制限 年齢制限はありますか。 年齢制限はありません。

15 支給上限回数 支給回数に上限はありますか。

令和６年４月１日時点での経験年月数によって、令和６年度以降の
支給上限回数が次のとおり異なります。
満４年６月以上満５年未満の場合　１回
満４年０月以上満４年６月未満の場合　２回
満３年６月以上満４年０月未満の場合　３回
満３年０月以上満３年６月未満の場合　４回
満２年６月以上満３年０月未満の場合　５回
満２年０月以上満２年６月未満の場合　６回
満１年６月以上満２年０月未満の場合　７回
満１年０月以上満１年６月未満の場合　８回
満０年６月以上満１年０月未満の場合　９回
満０年０月以上満０年６月未満の場合　10回

16 終期 本事業はいつまで継続予定ですか。 引き続き、事業継続の検討を行ってまいります。

4 ページ



大田区保育士応援手当ＦＡＱ(一時金）　～区立民営保育所・認証保育所・定期利用保育専用施設～

No. 種別 問 答

1 目的 本事業の目的を教えてください。
中堅・ベテラン層の定着を支援し、また、同一の保育施設における
継続勤務を奨励することにより、職務内容に応じた知識・経験を身
に付け、保育の質の向上につなげることを目的としています。

2 補助対象保育施設 補助対象保育施設を教えてください。
区内に所在する、私立認可保育所・区立民営保育所・認証保育所・
小規模保育所・定期利用保育専用施設です。

3 補助対象職員 支給対象となる職員とその要件を教えてください。

１　対象職員
基準日（当年度４月１日）時点において、補助対象保育施設で常勤
の職員として常態的に勤務している保育士

２　要件
同一の補助対象保育施設における経験年月数が基準日の属する年度
の前年度中に満（５×ｍ）年に達した者（ｍの値は２以上８以下）

3-2 補助対象職員
保育士資格を持ち、保育従事者と事務員を兼務しているが、支給対
象となりますか。

保育従事者として本ＦＡＱ No.3を満たしていれば、支給対象となり
ます。
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4 補助対象職員 常勤職員の定義を教えてください。

次のすべての要件を満たす者をいう。
（１）期間の定めのない労働契約を結んでいること（１年以上の労
働契約を結んでいる場合を含む。）。
（２）労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号）第５条第１
項第１の３号により明示された就業の場所が当該保育施設であるこ
と。
（３）勤務時間が、次のいずれかであって、かつ常態的に勤務して
いること。
　ア　当該保育施設の就業規則において定められている常勤の従事
者が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が120時間以上に
限る。）に達していること。
　イ　ア以外であって、１日６時間以上かつ月20日以上であるこ
と。
（４）当該保育施設（一括適用の承認を受けている場合は本社等）
を適用事業所とする社会保険の被保険者であること。

5-1 補助対象職員
「同一の補助対象保育施設における経験年月数」には、同一法人の
他の補助対象保育施設における経験年月数も含まれますか。

含まれます。
同一法人の他の補助対象保育施設における経験年月数も通算して算
定されます。
例えば、Ａ法人ａ施設（補助対象）で満２年の経験がある場合、Ａ
法人ｂ施設（補助対象）での経験年月数が満８年に達した年度の翌
年度に支給対象となります。
ただし、一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業及び病児・病後
児保育事業等の通常保育以外の事業に専任する期間は含まれませ
ん。

5-2 補助対象職員
Ａ法人ａ施設（補助対象）で３年勤務した後、Ａ法人の区外保育施
設に異動しました。その後、Ａ法人ｂ施設（補助対象）に異動した
場合、ａ施設での３年は経験年数に含まれますか。

含まれます。
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5-3 補助対象職員

Ａ法人ａ施設（補助対象）が、Ｂ法人に事業譲渡されました。Ｂ法
人が運営することとなったａ施設に引き続き在籍することとなった
場合、Ａ法人が運営していたａでの経験年数は算定の対象となりま
すか。

算定対象とします。
例えば、Ａ法人ａ施設でキャリアをスタートし、満３年の経験の
後、Ｂ法人への事業譲渡があった場合は、Ｂ法人ａ施設で経験年月
数が満７年に達した年度の翌年度に支給対象となります。

5-4 補助対象職員

Ａ法人ａ施設（補助対象）が、Ｂ法人に事業譲渡されました。当該
施設への在籍を継続する予定でＢ法人に転籍しましたが、Ｂ法人都
合により前述のａ施設ではないＢ法人が運営するｘ施設（補助対
象）への在籍となりました。Ａ法人が運営していたａ施設での経験
年数は算定の対象となりますか。

算定対象とします。
例えば、Ａ法人ａ施設でキャリアをスタートし、満３年の経験の
後、Ｂ法人への事業譲渡があった場合は、Ｂ法人ｘ施設で経験年月
数が満７年に達した年度の翌年度に支給対象となります。

5-5 補助対象職員
Ａ法人ａ施設（補助対象）からグループ内のＢ法人ｂ施設（補助対
象）への勤務に変更となりましたが、ａ施設での経験年数は算定の
対象となりますか。

原則算定対象外です。しかしながら、人材育成や事業支援、人材交
流等を目的として勤務施設が変わった場合は、例外的に算定対象と
する場合があります。該当する場合は、申請書のチェック欄に☑を
お願いします。申請後に申請者等にヒアリング等を実施し、算定対
象か否かを決定します。

5-6 補助対象職員
Ｃ法人が運営するｃ施設（補助対象）が閉園したので、Ｄ法人ｄ施
設（補助対象）に転職しました。Ｃ法人が運営していたｃ施設での
経験年数は算定の対象となりますか。

算定対象とします。
例えば、Ｃ法人ｃ施設でキャリアをスタートし、満３年の経験の
後、当該施設が閉園したため、転職したＤ法人ｄ施設で経験年月数
が満７年に達した年度の翌年度に支給対象となります。
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No. 種別 問 答

5-7 補助対象職員 《No.5-1～5-6についての補足》

No.1のとおり、「同一の保育施設における継続勤務」を原則とし、
「同一の補助対象保育施設における経験年月数が基準日の属する年
度の前年度中に満（５×ｍ）年に達した者（ｍの値は２以上８以
下）」を要件としていますが、雇用されている以上、異動等は避け
ては通れないものと考えます。
自己都合によるものは対象外ですが、それ以外の事由によるものは
例外的に算定対象とする場合があります。該当する場合は、申請書
のチェック欄に☑をお願いします。申請後に申請者等にヒアリング
等を実施し、算定対象か否かを決定します。

6 受給年度
令和６年度において、経験年月数が満12年を迎える保育士は支給対
象となりますか。

基準日が属する年度の前年度中に経験年月数が満（５×ｍ）年に達
した者（ｍの値は2以上8以下）が支給対象となり、令和６年度に満
12年を迎える保育士は令和９年度に満15年を迎えるため、令和10年
度に支給対象となります。

7 受給年度 令和６年度において、支給対象となるのはどのような者ですか。

休業期間や補助対象保育施設以外に勤務していた期間がない場合
は、次のとおりです。

経験年数 勤務開始年月日

10年 2013(H25)/4/2～2014(H26)/4/1

15年 2008(H20)/4/2～2009(H21)/4/1

20年 2003(H15)/4/2～2004(H16)/4/1

25年 1998(H10)/4/2～1999(H11)/4/1

30年 1993(H05)/4/2～1994(H06)/4/1

35年 1988(S63)/4/2～1989(H01)/4/1

40年 1983(S58)/4/2～1984(S59)/4/1
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8 受給年度

令和６年度に経験年月数が満10年を迎え、令和７年度に一時金を受
給しました。その後、産休・育休を取得したことにより、令和７年
度においても満10年のままなので、令和８年度も一時金の支給対象
となりますか。

満10年を迎えた際に一時金の支給対象となるのは、満10年を迎えた
年度の翌年度のみです。申請忘却等、いかなる理由があっても、
翌々年度は支給対象とはなりません。

9 経験年数 前年度までの経験年月数の確認方法を教えてください。
申請時に提出いただく、別に様式を定める届出書と「ねんきんネッ
ト（日本年金機構）」の写し等により確認します。

9-2 経験年数
令和６年４月２日に補助対象保育施設に入職した保育士（未経験）
が、はじめて一時金を受給することができる年度を教えてくださ
い。

退職等なく継続して勤務した場合、令和16年４月１日（令和16）年
度）に満10年を迎えるので、令和17年度にはじめて一時金の支給対
象となります。なお、応援手当については、令和11年年４月１日時
点で満５年未満なので、令和11年度前期分まで応援手当が支給対象
です。

10 申請方法 基準日時点で、育児休業を取得していますが、申請できますか。
基準日が属する年度の前年度中に経験年数が満（５×ｍ）年に達し
た者（ｍの値は2以上8以下）はであれば支給対象です。

11 支給方法 どのように支給されますか。
対象者本人からの申請に基づき、申請時に指定された申請者本人名
義の口座に支給します。

12 年齢制限 年齢制限はありますか。 年齢制限はありません。

13 終期 本事業はいつまで継続予定ですか。 引き続き、事業継続の検討を行ってまいります。

9 ページ


